様式第１号－１

既設社会福祉法人調書

１　法人の概要等

	法　人　名
	

	事務所所在地
	

	法人認可年月日
	

	理事長
	氏　名
	印
	年齢
	歳
	就　任
年月日
	

	
	住　所
	

	
	職　業
	

	
	公　職
	

	法人概要・既設の施設概要
	職員数
	正規　　　（人）　その他　　（人）　合計　　（人）　　　　Ｈ22.11.1現在　

	
	沿　革
	

	
	財政状況

（資金収支計算書過去3年間分）
	年　度
	平成１９年度
	平成２０年度
	平成２１年度

	
	
	総収入
	(千円)
	(千円)
	(千円)

	
	
	総支出
	(千円)
	(千円)
	(千円)

	
	
	当期損益
	(千円)
	(千円)
	(千円)

	
	
	累計損益
	(千円)
	(千円)
	(千円)

	
	施設名
	施設種別
	定員
	開設年月日
	建設補助の有無

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	今回応募の動機・趣意
	


様式第１号－２

２　資産の状況

（１）法人繰越金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	法人繰越金
	平成21年度決算状況

	
	


（２）法人財産（平成21年度現況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	資産
	純額

⑤－⑥
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤積極財産

①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	①基本財産
	②運用財産
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　　　※（⑥負債）は（３）の償還残額の合計と一致。

（３）負債内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	№
	借入先
	借入目的
	借入年月日
	当初借入額
	償還状況
	前年度償還額
	前年度償還財源内訳

	
	
	
	
	
	償還残額
	残期間
	
	

	1
	
	
	
	千円
	千円
	年

ヶ月
	千円
	

	2
	
	
	
	千円
	千円
	年

ヶ月
	千円
	

	3
	
	
	
	千円
	千円
	年

ヶ月
	千円
	

	
	
	
	
	千円
	千円
	年
ヶ月
	千円
	

	計
	千円
	
	千円
	


３　運営状況

（１）指導監査

	市・県・国の指導監査を受けた事業名
（平成20～21年度）
	指導監査等の種類
	指摘事項
の有無
	是正改善状況

	
	書面・実地・その他
	有・無
	改善済・一部改善済・未改善

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　　※｢一般指導監査結果通知書｣及び｢措置結果及び是正改善の状況報告書｣を添付。一部改善済の場合は現在の改善状況を添付。

（２）第三者評価・外部評価・情報の公表制度実施の有無

	第三者評価等を受けた事業名
（過去に受けたものすべて）
	評価機関名
	受けた時期
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　　※過去に第三者評価等を受けている場合は、受けた後の取組み内容を任意様式で提出のこと
	今後受ける予定の事業名
	評価機関名
	予定時期
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）社会福祉法人等による利用者負担の軽減措置

	社会福祉法人による利用者負担の軽減措置の実施

（特養・デイサービス・訪問介護等）
	行っている　・　いない


様式第１号－３（既設法人用）
４　役員の状況（理事定数　　名、監事定数　　名）

	氏　名

（年齢）
	住　所
	役員同士での親族等の特殊関係人の人数（あれば関係を記載）
	職　業

事業種類

事業所名

役職名
	該当に○
	他の社会福祉法人役員への就任状況

	
	
	
	
	学識経験
	地域福祉
	施設長
	有・無
	法人名

（役職名）

	
	
	人
	
	
	
	
	
	
	

	理事長１

（　）
	
	1
	※記載例

理事２、同一法人の上司
	Ａ社の代表取締役
	
	
	
	無
	

	理事２

（　）
	
	1
	理事１、同一法人の部下
	Ａ社の社員
	
	
	
	無
	

	理事３

（　）
	
	
	
	地域の民生委員
	
	○
	
	無
	

	理事４

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事５

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事６

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	監事１

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	監事２

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	


＜記入上の注意事項＞

　・ 理事には社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係者を加えること。

　・ 学識経験とは、「社会福祉事業について学識経験を有する者」で、①社会福祉に関する教育・研究を行う者、②社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者、③公認会計士・税理士・弁護士等、社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益な専門知識を有する者をいう。

　・ 地域福祉とは、｢地域の福祉関係者｣で、①社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員、②民生委員・児童委員、③社会福祉に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体、親の会等の民間社会福祉団体の代表者等、④医師、保健師、看護士等保健医療関係者⑤自治会、町内会、婦人会及び商店会等の役員その他その者の参画により施設運営や在宅福祉事業の円滑な遂行が期待できる者をいう。

様式第１号－４（既設法人用）
５　評議員の状況（評議員定数　　名）　

	氏　名

（年齢）
	住　所
	評議員同士での親族等の特殊関係人の人数（あれば関係を記載）
	職　業

事業種類

事業所名
役職名
	該当に○
	他の社会福祉法人役員への就任状況

	
	
	
	
	学識経験
	地域福祉
	施設長
	有・無
	法人名

（役職名）

	
	
	人
	
	
	
	
	
	
	

	１

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６

（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
（　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
（　）
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